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IV 特別調査 

【調査項目】 

  今回は、経年項目である「雇用者数の過不足感」のほか、「サーキュラーエコノミ―の認知度や取組

状況等」及び「ＤＸに向けた取組状況」について調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【調査結果概要】 
 

１ 雇用者数の過不足感について 
 

○ 雇用者数の過不足感について聞いたところ、「適正」の回答割合が６０．０％と最も高かった。 

 また、５年連続で「不足」が「過剰」を上回った。 

 

○ 前回調査（令和６年４～６月期）と比べ、「不足」は０．１ポイント減少し、「過剰」 

 は０．１ポイント増加した。 

 

○ 今後の雇用者数の見込みは、「ほぼ増減なし」が７３．０％、「増加見込み」が 

 １５．４％、「減少見込み」が１１．６％であった。 

 
２ サーキュラーエコノミーの認知度や取組状況等について 

○ サーキュラーエコノミーについて、「取り組んでいる」と回答した企業の割合は９．２％、 

「関心はあるが取組に至っていない」が１７．０％、「聞いたことはあるが、関心はない」が    

１３．７％、「聞いたことがなく、関心がない」が３０．１％、「分からない」が３０．０％であ

った。 

 

 ○ 取り組んだ又は関心を持ったきっかけについては、「社会貢献活動の一環として」     

（５５．３％）が最も多く、次いで「企業価値の向上のため」（４８．６％）、「コスト削減や効

率化」（４３．８％）の順となった。 

 

○ 県に期待する支援については、「先進事例の紹介」（４４．５％）が最も多く、次いで「施設整

備や販路拡大等に係る資金繰りや助成等」（２６．３％）、「最新情報の提供やセミナーの開催」

（２４．０％）の順となった。 

 

３ ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）に向けた取組状況について 

○ ＤＸへの取組状況については、「取り組んでいる」と「ある程度は取り組んでいる」を合わせる

と５３．７％となった。 

○ ＤＸに取り組んでいる項目については、「ペーパーレス化」（６６．０％）が最も多く、次いで

「「受発注管理」「販売管理」「在庫管理」「会計」など基幹システムの構築・導入」    

（５０．３％）、「ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）の活用による情報共有・コミュニケーシ

ョンの効率化」（５０．１％）の順となった。 

 

 ○ ＤＸに取り組む上での課題については、「資金の余裕がない」（３７．１％）が最も多く、次い

で「ＤＸを担う人材がいない」（３６．６％）、「何をどう進めていいか分からない」    

（２３．７％）の順となった。 

 

○ 県に期待する支援については、「資金繰り・助成」（３８．２％）が最も多く、次いで「先進事

例の紹介」（２７．１％）、「人材の育成・供給」（１７．７％）の順となった。 
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○ 現在の雇用者数の過不足感について聞いたところ、全体では「適正」の回答割合が６０．０％と最も高か

った。また、５年連続で「不足」が「過剰」を上回った。 

 

○ 昨年の調査と比べると、「不足」は０．１ポイント減少し、「過剰」は０．１ポイント増加した。「適

正」は横ばいであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 令和２年度調査では、新型コロナウイルス感染症に起因する経済活動の停滞により、不足感が大きく減少

した。令和３年度以降は増加傾向が続いていたが、今回調査では５年ぶりに減少に転じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現在の雇用者数の過不足感／全体（単一回答） 

雇用者数の不足感推移／全体（単一回答） 

5.3%

5.2%

4.9%

5.8%

10.0%

60.0%

60.0%

61.1%

61.2%

66.7%

34.7%

34.8%

34.0%

33.0%

23.3%

令和7年6月

令和6年6月

令和5年6月

令和4年6月

令和3年6月

過 剰 適 正 不 足

19.1%

23.5%

31.6%

30.4%

22.5%

11.1%
11.7%

12.5%

15.3%

19.3%

25.9%
25.2%

27.8%

31.4%

36.4%

33.5%

14.5%

23.3%

33.0%
34.0%

34.8%
34.7%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

新型コロナウイルス 

感染症 
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○ 製造業では「不足」が４．２ポイント増加し、「過剰」も０．８ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 非製造業では「不足」が３．２ポイント減少し、「過剰」も０．４ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 製造業で不足感が高い業種を見ると、「化学工業」（４８．７％）が最も高く、次いで「一般機械器具」

（４１．５％）、「食料品製造」（３６．４％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用者数の過不足感／製造業（単一回答） 

8.8%

8.0%

8.2%

7.0%

12.2%

61.0%

65.9%

61.6%

62.6%

66.1%

30.2%

26.0%

30.2%

30.4%

21.7%

令和7年6月

令和6年6月

令和5年6月

令和4年6月

令和3年6月

過 剰 適 正 不 足

雇用者数の過不足感／非製造業（単一回答） 

2.6%

3.0%

2.4%

5.0%

8.3%

59.2%

55.6%

60.7%

60.1%

67.2%

38.2%

41.4%

37.0%

34.9%

24.5%

令和7年6月

令和6年6月

令和5年6月

令和4年6月

令和3年6月

過 剰 適 正 不 足

雇用者数の過不足感／製造業／業種詳細（単一回答） 
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  ○ 非製造業で不足感の高い業種を見ると、「運輸業」（６９．６％）が最も高く、次いで 

   「飲食店」（６２．５％）、「建設業」（５３．８％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前年調査と比較すると、全体では、２１～５０人規模（４１．５％・前年比▲１．３ポイント）のみ減少

したが、その他の規模では「不足」の回答割合が増加した。 

 

○ 非製造業では、規模が大きくなるほど、「不足」の回答割合が高くなった。 

 

○ 全ての規模で、製造業より非製造業の方が「不足」の回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

  

雇用者数の過不足感／非製造業／業種詳細（単一回答） 

現在の雇用者数の過不足感／規模別（単一回答） 

4.9%

3.6%

4.0%

1.5%

11.6%

10.5%

8.7%

6.5%

8.8%

7.7%

6.5%

3.4%

29.5%

42.2%

49.0%

73.0%

50.0%

56.5%

54.3%

75.7%

41.5%

50.7%

51.9%

74.1%

65.6%

54.2%

47.0%

25.5%

38.4%

33.1%

37.0%

17.8%

49.7%

41.5%

41.6%

22.5%

非製造業

（n=560）

製造業

（n=552）

全体

（n=1,112）

過剰 適正 不足

１～５人（n=169）
６～２０人（n=173）
２１～５０人（n=124）
５１人以上（n=86）

１～５人（n=267）

６～２０人（n=149）

２１～５０人（n=83）

５１人以上（n=61）

１～５人（n=436）

６～２０人（n=322）

２１～５０人（n=207）

５１人以上（n=147）
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○ 正規社員・非正規社員ともに、「不足」の回答割合が「過剰」の回答割合よりも高かった。また、

正規社員・非正規社員ともに、非製造業の方が製造業よりも「不足」の回答割合が高く、「過剰」の

回答割合が低かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

正規社員の過不足感／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

非正規社員の過不足感／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

2.7%

6.3%

4.3%

62.6%

63.5%

63.0%

34.8%

30.2%

32.8%

非製造業

製造業

全体

過 剰 適 正 不 足

2.1%

5.7%

3.7%

71.7%

78.0%

74.4%

26.2%

16.3%

21.9%

非製造業

製造業

全体

過 剰 適 正 不 足
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○ 製造業について、正規社員で「不足」の回答割合が高い業種を見ると、「化学工業」（４６．２％）、

「鉄鋼業・非鉄金属」（４２．６％）、「一般機械器具」（４２．３％）の順となった。 
 

○ 非正規社員で「不足」の回答割合が高い業種を見ると、「食料品製造」（３６．４％）、「輸送用

機械器具」（２１．３％）の順となった。 
 

○ 非製造業について、正規社員で「不足」の回答割合が高い業種を見ると、「運輸業」     

（７１．７％）、「建設業」（５１．０％）、「サービス業」（３１．５％）の順となった。 
 

○ 非正規社員で「不足」の回答割合が高い業種を見ると、「飲食店」（５２．５％）、「建設業」

（３１．８％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

正規社員・非正規社員の過不足感／製造業／業種詳細（単一回答）

正規社員・非正規社員の過不足感／非製造業／業種詳細（単一回答） 

上段が正規社員・下段が非正規社員 

上段が正規社員・下段が非正規社員 

2.3%
4.5%

3.1%
3.0%

3.3%
7.1%

8.3%
4.4%

18.4%
5.9%

5.4%

13.6%
10.0%

5.6%
6.1%

2.8%
1.5%

5.6%
6.0%

8.5%
10.6%

5.8%
6.3%

63.6%
59.1%

78.1%
81.8%

70.0%
75.0%

64.6%
75.6%

65.8%
91.2%

53.8%
78.4%

63.6%
77.5%

51.9%
85.7%

73.2%
85.1%

68.5%
82.0%

59.6%
68.1%

51.9%
75.0%

34.1%
36.4%

18.8%
15.2%

26.7%
17.9%

27.1%
20.0%

15.8%
2.9%

46.2%
16.2%

22.7%
12.5%

42.6%
8.2%

23.9%
13.4%

25.9%
12.0%

31.9%
21.3%

42.3%
18.8%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

過剰 適正 不足

0.7%

0.8%

3.7%
1.7%

2.0%

2.2%
2.4%

4.9%
5.0%

3.4%
4.2%

48.3%
67.4%

69.9%
74.8%

69.2%
47.5%

73.5%
93.6%

26.1%
73.8%

80.5%
82.5%

65.1%
66.4%

51.0%
31.8%

26.4%
23.5%

30.8%
52.5%

24.5%
6.4%

71.7%
23.8%

14.6%
12.5%

31.5%
29.4%

建 設 業

卸売・小売業

飲 食 店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

過剰 適正 不足
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○ 全体では、「ほぼ増減なし」が７３．０％を占め、「増加見込み」（１５．４％）は「減少見込

み」（１１．６％）を３．８ポイント上回った。 

 

○ 前年調査と比較すると、「増加見込み」は１．８ポイント減少し、「減少見込み」は１．１ポイン

ト増加した。 

 

○ 製造業では、前年調査と比較すると、「増加見込み」は０．１ポイント増加し、「減少見込み」は

３．４ポイント増加した。 

 

○ 非製造業では、前年調査と比較すると、「増加見込み」は３．２ポイント減少し、「減少見込み」

は０．６ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19.8%

17.2%

15.4%

71.3%

72.4%

73.0%

8.9%

10.5%

11.6%

令和５年６月

令和６年６月

令和７年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

24.0%

18.3%

18.4%

68.0%

72.9%

69.3%

8.0%

8.8%

12.2%

令和５年６月

令和６年６月

令和７年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

今後の雇用者数の見込み／全体（単一回答）
機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

今後の雇用者数の見込み／製造業（単一回答）
機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

16.6%

16.3%

13.1%

73.9%

72.0%

75.8%

9.5%

11.7%

11.1%

令和５年６月

令和６年６月

令和７年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

今後の雇用者数の見込み／非製造業（単一回答）
機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
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○ 雇用者数の増加を見込む業種は、「化学工業」（４６．２％）、「運輸業」（３７．０％）、「食

料品製造」（２２．７％）の順で高い割合となっている。 

 

○ 減少を見込む業種は、「運輸業」（２６．１％）、「印刷業」（２３．７％）、「輸送用機械器

具」（１８．８％）の順で高い割合となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 全体では、「ほぼ増減なし」が５５．９％を占め、「増加見込み」が３８．１％、「減少見込み」

が６．０％であった。 

 

○ 製造業と非製造業を比較すると、「増加見込み」について、製造業（４７．１％）が非製造業 

（３１．１％）を１６．０ポイント上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の雇用者数の見込み／業種詳細（単一回答）
機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

22.7%

6.3%

20.0%

21.3%

7.9%

46.2%

11.9%

22.2%

18.6%

19.2%

8.3%

15.4%

10.6%

12.2%

7.5%

20.4%

37.0%

12.1%

68.2%

78.1%

73.3%

63.8%

68.4%

53.8%

81.0%

74.1%

64.3%

65.4%

72.9%

73.1%

80.3%

76.7%

80.0%

75.5%

37.0%

92.5%

76.5%

9.1%

15.6%

6.7%

14.9%

23.7%

0.0%

7.1%

3.7%

17.1%

15.4%

18.8%

11.5%
9.2%

11.0%

12.5%

4.1%
26.1%

7.5%

11.4%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

今後の従業員給与の見込み／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

31.1%

47.1%

38.1%

62.3%

47.6%

55.9%

6.6%

5.3%

6.0%

非製造業

製造業

全体

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み
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○ 前年調査と比較すると、「増加見込み」は１．４ポイント増加し、「減少見込み」は０．１ポイン

ト減少した。 

 

○ 製造業では、前年調査と比較すると、「増加見込み」は５．７ポイント増加し、「減少見込み」は

０．６ポイント増加した。 

 

○ 非製造業では、前年調査と比較すると、「増加見込み」は２．１ポイント減少し、「減少見込み」

は０．５ポイント減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.2%

36.7%

38.1%

60.6%

57.2%

55.9%

6.2%

6.1%

6.0%

令和５年６月

令和６年６月

令和７年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

今後の従業員の給与見込み／全体（単一回答） 

40.0%

41.4%

47.1%

54.3%

53.9%

47.6%

5.7%

4.7%

5.3%

令和５年６月

令和６年６月

令和７年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

今後の従業員の給与見込み／製造業（単一回答） 

28.0%

33.2%

31.1%

65.5%

59.7%

62.3%

6.6%

7.1%

6.6%

令和５年６月

令和６年６月

令和７年６月

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

今後の従業員の給与見込み／非製造業（単一回答） 
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○ 従業員給与の増加を見込む業種は、「化学工業」（６４．１％）、「食料品製造」      

（５９．１％）、「輸送用機械器具」（５６．３％）の順で高い割合であった。 

 

○ 従業員給与の減少を見込む業種は、「繊維工業」（１２．１％）、「一般機械器具」     

（１１．５％）、「卸売・小売業」（１０．６％）の順で高い割合であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

59.1%
27.3%

33.3%
47.9%

28.9%
64.1%

51.2%
48.1%

55.1%
44.4%

56.3%
36.5%

31.5%
26.0%

45.0%
36.7%

53.3%
17.1%

30.9%

34.1%
60.6%

56.7%
50.0%

60.5%
35.9%

46.5%
51.9%
42.0%

51.9%
37.5%

51.9%
64.3%

63.4%
50.0%

59.2%
44.4%

75.6%
64.4%

6.8%
12.1%
10.0%

2.1%
10.5%

0.0%
2.3%

0.0%
2.9%
3.7%

6.3%
11.5%

4.2%

10.6%
5.0%
4.1%

2.2%

7.3%

4.7%

食料品製造
繊維工業

家具・装備品
パルプ・紙・紙加工品

印刷業
化学工業

プラスチック製品
鉄鋼業・非鉄金属

金属製品
電気機械器具

輸送用機械器具
一般機械器具

建設業
卸売・小売業

飲食店
情報サービス業

運輸業
不動産業

サービス業

増加見込み ほぼ増減なし 減少見込み

今後の従業員の給与見込み／業種詳細（単一回答） 



埼玉県四半期経営動向調査（令和７年４月～６月期） 

- 43 - 

 

○ サーキュラーエコノミーの認知度及び取組状況について聞いたところ、全体では「聞いたことがな

く、関心がない」（３０．１％）が最も多く、次いで「分からない」（３０．０％）、「関心はある

が取組に至っていない」（１７．０％）の順となった。 

 

○ 製造業と非製造業を比較すると、「取り組んでいる」について、製造業（１３．４％）が非製造業

（６．１％）を７．３ポイント上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サーキュラーエコノミーの認知度及び取組状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

9.2%

13.4%

6.1%

17.0%

21.7%

13.3%

13.7%

14.7%

12.9%

30.1%

24.3%

34.5%

30.0%

25.9%

33.1%

全 体

(n=1,279)

製造業

(n=552)

非製造業

(n=727)

取り組んでいる 関心はあるが取組に至っていない
聞いたことはあるが、関心はない 聞いたことがなく、関心がない
分からない
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※ （１）で「取り組んでいる」又は「関心はあるが取組に至っていない」と回答した３３５社のうち

３３３社の回答割合 

 

○ （１）で「取り組んでいる」又は「関心はあるが取組に至っていない」と回答した企業に、取り組

んだ又は関心を持ったきっかけについて聞いたところ、全体では「社会貢献活動の一環として」  

（５５．３％）が最も多く、次いで「企業価値の向上のため」（４８．６％）、「コスト削減や効率

化」（４３．８％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

55.3%

48.6%

43.8%

25.8%

23.7%

20.1%

11.1%

10.5%

9.3%

7.8%

3.9%

1.5%

1.2%

1.5%

56.0%

51.3%

44.6%

24.9%

26.4%

19.2%

14.5%

9.3%

7.8%

6.2%

4.7%

2.1%

0.5%

1.6%

54.3%

45.0%

42.9%

27.1%

20.0%

21.4%

6.4%

12.1%

11.4%

10.0%

2.9%

0.7%

2.1%

1.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

社会貢献活動の一環として

企業価値の向上のため

コスト削減や効率化

従業員の環境意識向上のため

環境規制への対応

企業理念によるもの

取引先からの要望

環境配慮型製品・サービス

への需要増加

新規ビジネスチャンスの創出

埼玉県の取組

競合他社の動向

イベントやセミナーで

啓発されたため

消費者からの要望

その他

全体(n=333)

製造業(n=193)

非製造業(n=140)

取り組んだ又は関心を持ったきっかけ／全体・製造業・非製造業（複数回答） 
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○ サーキュラーエコノミーに取り組む上で県に期待する支援について聞いたところ、全体では「先進

事例の紹介」（４４．５％）が最も多く、次いで「施設整備や販路拡大等に係る資金繰りや助成等」

（２６．３％）、「最新情報の提供やセミナーの開催」（２４．０％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

県に期待する支援／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

44.5%

26.3%

24.0%

16.2%

14.8%

10.1%

6.5%

3.9%

1.3%

13.2%

44.0%

26.4%

27.8%

20.7%

13.0%

10.8%

7.9%

4.5%

1.0%

11.8%

44.9%

26.3%

21.0%

12.7%

16.2%

9.6%

5.4%

3.5%

1.4%

14.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

先進事例の紹介

施設整備や販路拡大等に係る

資金繰りや助成等

最新情報の提供やセミナーの開催

再資源化製品、再生エネルギー等の

利用による優遇制度や認証制度等

人材の育成に対する支援

環境や省エネ等に関連する法的手続きや

許認可取得手続き等のアドバイス

専門的な技術に関する

相談支援や専門家派遣

関係企業、国、大学等とのマッチング、

橋渡し等の調整的な支援

研究会などの会員組織の運営

その他

全体

(n=1,117)

製造業

(n=493)

非製造業

(n=624)
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○ ＤＸへの取組状況について聞いたところ、全体では「取り組んでいる」は１８．８％、「ある程度

は取り組んでいる」は３４．９％、「関心はあるが取組に至っていない」は１５．９％、「取り組ん

でいない」は３０．４％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 業種別に見ると、「取り組んでいる」又は「ある程度は取り組んでいる」と回答した割合の合計

は、製造業で５７．９％、非製造業で５０．６％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＤＸへの取組状況／全体（単一回答） 

18.8%

19.3%

18.5%

34.9%

38.6%

32.1%

15.9%

15.3%

16.3%

30.4%

26.8%

33.1%

全 体

製造業

非製造業

取り組んでいる ある程度は取り組んでいる

関心はあるが取組に至っていない 取り組んでいない

ＤＸへの取組状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 
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○ ＤＸへの取組状況について、「取り組んでいる」又は「ある程度は取り組んでいる」と回答した企

業の業種を見ると、製造業では「輸送用機械器具」（６８．８％）、「化学工業」（６６．７％）で

回答割合が高く、非製造業では「情報サービス業」」（７６．０％）、「飲食店」（６７．５％）で

回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ＤＸへの取組状況について、企業の規模別に見ると、製造業、非製造業ともに規模が大きくなるほ

ど、「取り組んでいる」又は「ある程度は取り組んでいる」の回答割合が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＤＸへの取組状況／業種詳細（単一回答） 

24.4%

38.6%

17.6%

11.2%

41.9%

24.2%

13.3%

10.7%

35.9%

30.0%

15.3%

11.0%

55.6%

37.3%

36.5%

24.3%

43.0%

53.2%

38.2%

26.0%

47.3%

46.9%

37.4%

25.0%

17.8%

9.6%

18.9%

18.7%

9.3%

10.5%

19.1%

18.3%

12.2%

10.1%

19.0%

18.6%

2.2%

14.5%

27.0%

45.7%

5.8%

12.1%

29.5%

45.0%

4.6%

13.0%

28.3%

45.4%

非製造業

（n=543）

製造業

（n=552）

全体

（n=1,095）

取り組んでいる ある程度は取り組んでいる 関心はあるが取組に至っていない 取り組んでいない

１～５人（n=169）

６～２０人（n=173）
２１～５０（n=124）
５１人以上（n=86）

１～５人（n=267）

６～２０人(n=148）

２１～５０人(n=83）

５１人以上（n=45）

１～５人（n=436）
６～２０人（n=321）

２１～５０人（n=207）
５１人以上（n=131）

ＤＸへの取組状況／規模別（単一回答） 
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※ （１）で「取り組んでいる」又は「ある程度は取り組んでいる」と回答した６８５社のうち６７４

社の回答割合 

○ 全体では「ペーパーレス化」（６６．０％）が最も多く、次いで「「受発注管理」「販売管理」

「在庫管理」「会計」など基幹システムの構築・導入」（５０．３％）、「ＷＥＢ会議システム（Ｚ

ＯＯＭなど）の活用による情報共有・コミュニケーションの効率化」（５０．１％）の順となった。 

○ 業種別では、非製造業は「ペーパーレス化」、「ホームページ・ＳＮＳなどを活用した情報発

信」、「キャッシュレス決済による支払サービス向上」及び「予約システムによる利便性向上」など

の項目で製造業の回答割合を上回った。 

○ 製造業は「「受発注管理」「販売管理」「在庫管理」「会計」など基幹システムの構築・導入」及

び「ＷＥＢ会議システム（ＺＯＯＭなど）の活用による情報共有・コミュニケーションの効率化」な

どの項目で非製造業の回答割合を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＤＸに取り組んでいる項目／全体・製造業・非製造業／（複数回答） 

66.0%

50.3%

50.1%

49.7%

38.3%

34.6%

30.6%

30.4%

16.8%

15.9%

12.6%

12.2%

10.2%

5.9%

65.5%

58.2%

55.1%

46.2%

39.6%

26.3%

29.1%

29.4%

19.0%

11.1%

12.3%

12.3%

10.1%

5.4%

66.5%

43.3%

45.8%

52.8%

37.2%

41.9%

31.8%

31.3%

14.8%

20.1%

12.8%

12.0%

10.3%

6.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

ペーパーレス化

「受発注管理」「販売管理」「在庫管理」「会

計」など基幹システムの構築・導入

WEB会議システム（ZOOMなど）の活用による情報

共有・コミュニケーションの効率化

ホームページ・SNSなどを活用した情報発信

古いシステムやデータベースの改修

キャッシュレス決済による支払サービス向上

テレワーク、クラウドサービスなど

業務効率化

顧客管理の一元化

AI、IoT、RPAなど生産性向上

予約システムによる利便性向上

eコマース・オンライン商談など販路拡大

マーケティングによる

新規製品・サービスの創出

ノーコード（ローコード）ツールを

活用した業務改善

その他

全体

製造業

非製造業
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【参考】成果の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ペーパーレス化 

成果あり

54.5%

成果なし

45.5%

成果あり

21.0%

成果なし

79.0%

顧客管理の一元化 

成果あり

46.0%
成果なし

54.0%

基幹システムの構築・導入 

成果あり

28.0%

成果なし

72.0%

古いシステムや 
データベースの改修 

成果あり

20.3%

成果なし

79.7%

テレワーク、クラウドサービス
など業務効率化 

成果あり

45.6%成果なし

54.4%

WEB 会議システムの活用に
よる情報共有・コミュニケーシ

ョンの効率化 

成果あり

27.4%

成果なし

72.6%

キャッシュレス決済による 
支払サービス向上 

成果あり

6.7%

成果なし

93.3%

予約システムによる 

利便性の向上 

成果あり

2.7%

成果なし

97.3%

ｅコマース・オンライン商談 

など販路拡大 
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【参考】成果の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

成果あり

1.0%

成果なし

99.0%

ノーコード（ローコード）ツー
ルを活用した業務改善 

成果あり

7.0%

成果なし

93.0%

ＡＩ、ＩｏＴ、ＲＰＡなど 
生産性向上 

成果あり

2.1%

成果なし

97.9%

マーケティングによる新規 
製品・サービスの創出 

成果あり

35.7%

成果なし

64.3%

ホームページ・ＳＮＳなどを 
活用した情報発信 
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※ （１）で「取り組んでいる」、「ある程度は取り組んでいる」又は「関心はあるが取組に至ってい

ない」と回答した８８７社のうち８５１社の回答割合 

 

○ 全体では「業務の効率化による生産性の向上」（７６．４％）が最も多く、次いで「コストの削

減」（５８．６％）、「新規顧客の開拓」（２０．３％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＤＸにより期待する効果／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

76.4%

58.6%

20.3%

17.6%

16.0%

13.0%

12.0%

11.2%

9.5%

1.2%

82.3%

63.8%

18.3%

18.3%

17.0%

13.9%

12.1%

15.7%

8.5%

0.8%

71.4%

54.3%

22.1%

17.1%

15.2%

12.3%

11.9%

7.4%

10.4%

1.5%

0.0% 30.0% 60.0% 90.0%

業務の効率化による

生産性向上

コストの削減

新規顧客の獲得

多様な働き方の実現

既存製品・サービスの

高付加価値化

現在のビジネスモデルの

根本的な変革

データに基づく

意思決定

企業文化や組織マインドの

根本的な変革

新規製品・サービスの創出

その他

全体

製造業

非製造業
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63.8%

53.4%

20.3%

15.9%

15.5%

11.6%

10.8%

9.9%

4.7%

1.7%

66.3%

61.8%

22.5%

9.0%

14.6%

12.4%

5.6%

10.1%

4.5%

1.1%

62.2%

48.3%

18.9%

20.3%

16.1%

11.2%

14.0%

9.8%

4.9%

2.1%

0.0% 50.0% 100.0%

業務の効率化による

生産性向上

コストの削減

新規顧客の獲得

多様な働き方の実現

既存製品・サービス

の高付加価値化

現在のビジネスモデル

の根本的な変革

データに基づく

意思決定

新規製品・サービス

の創出

企業文化や組織マイン

ドの根本的な変革

その他

１～５人(n=232)

全体 製造業 非製造業

78.2%

59.5%

20.5%

20.5%

15.0%

10.9%

10.0%

9.5%

7.7%

0.9%

80.2%

59.5%

18.1%

20.7%

14.7%

9.5%

11.2%

7.8%

6.0%

0.9%

76.0%

59.6%

23.1%

20.2%

15.4%

12.5%

8.7%

11.5%

9.6%

1.0%

0.0% 50.0% 100.0%

業務の効率化による

生産性向上

コストの削減

新規顧客の獲得

多様な働き方の実現

既存製品・サービス

の高付加価値化

現在のビジネスモデル

の根本的な変革

企業文化や組織マイン

ドの根本的な変革

データに基づく

意思決定

新規製品・サービス

の創出

その他

６～２０人(n=220)

全体 製造業 非製造業

87.9%

59.5%

21.4%

19.7%

18.5%

16.8%

15.6%

12.7%

9.8%

0.6%

89.5%

58.1%

26.7%

21.0%

18.1%

17.1%

17.1%

13.3%

11.4%

1.0%

85.3%

61.8%

13.2%

17.6%

19.1%

16.2%

13.2%

11.8%

7.4%

0.0%

0.0% 50.0% 100.0%

業務の効率化による

生産性向上

コストの削減

企業文化や組織マインド

の根本的な変革

多様な働き方の実現

現在のビジネスモデル

の根本的な変革

データに基づく

意思決定

既存製品・サービス

の高付加価値化

新規顧客の獲得

新規製品・サービス

の創出

その他

２１～５０人(n=173)

全体 製造業 非製造業

89.4%

73.2%

19.5%

18.7%

17.9%

17.9%

15.4%

13.8%

7.3%

0.8%

93.6%

79.5%

21.8%

23.1%

20.5%

20.5%

16.7%

17.9%

6.4%

0.0%

82.2%

62.2%

15.6%

11.1%

13.3%

13.3%

13.3%

6.7%

8.9%

2.2%

0.0% 50.0% 100.0%

業務の効率化による

生産性向上

コストの削減

多様な働き方の実現

既存製品・サービス

の高付加価値化

新規顧客の獲得

企業文化や組織マイン

ドの根本的な変革

現在のビジネスモデル

の根本的な変革

データに基づく

意思決定

新規製品・サービス

の創出

その他

５１人以上(n=123)

全体 製造業 非製造業
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○ ＤＸに取り組む上での課題について聞いたところ、全体では「資金の余裕がない」（３７．１％）

が最も多く、次いで「ＤＸを担う人材がいない」（３６．６％）、「何をどう進めていいか分からな

い」（２３．７％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＤＸに取り組む上での課題／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

37.1%

36.6%

23.7%

11.9%

7.3%

2.4%

2.7%

29.5%

39.3%

38.5%

21.5%

13.4%

8.0%

2.1%

2.3%

28.0%

35.5%

35.1%

25.4%

10.7%

6.8%

2.7%

3.0%

30.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

資金の余裕がない

ＤＸを担う人材がいない

何をどう進めていいか分からない

既存のシステムやデータ管理の

使い勝手が悪い

相談できる窓口がない

他社や研究機関など

適切な連絡先が見つからない

その他

特になし

全体

製造業

非製造業
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40.5%

33.5%

17.5%

16.5%

7.0%

2.5%

2.0%

26.5%

41.7%

37.5%

15.8%

15.8%

9.2%

2.5%

1.7%

24.2%

38.8%

27.5%

20.0%

17.5%

3.8%

2.5%

2.5%

30.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

ＤＸを担う

人材がいない

資金の余裕がない

既存のシステムやデータ管

理の使い勝手が悪い

何をどう進めていいか分か

らない

相談できる窓口がない

他社や研究機関など適切な

連絡先が見つからない

その他

特になし

２１～５０人(n=200)

全体 製造業 非製造業

50.0%

34.9%

22.2%

15.1%

4.8%

2.4%

2.4%

23.8%

44.4%

35.8%

23.5%

13.6%

6.2%

2.5%

2.5%

25.9%

60.0%

33.3%

20.0%

17.8%

2.2%

2.2%

2.2%

20.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

ＤＸを担う

人材がいない

資金の余裕がない

既存のシステムやデータ管

理の使い勝手が悪い

何をどう進めていいか分か

らない

相談できる窓口がない

他社や研究機関など適切な

連絡先が見つからない

その他

特になし

５１人以上(n=126)

全体 製造業 非製造業

38.0%

29.9%

25.9%

7.4%

7.4%

2.2%

3.7%

32.6%

41.3%

27.7%

27.1%

8.4%

7.1%

0.6%

3.2%

31.6%

36.0%

31.2%

25.2%

6.8%

7.6%

3.2%

4.0%

33.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

資金の余裕がない

ＤＸを担う

人材がいない

何をどう進めていいか分か

らない

相談できる窓口がない

既存のシステムやデータ管

理の使い勝手が悪い

他社や研究機関など適切な

連絡先が見つからない

その他

特になし

１～５人(n=405)

全体 製造業 非製造業

40.8%

38.1%

25.1%

10.7%

7.0%

3.0%

2.0%

29.8%

44.2%

40.5%

24.5%

12.9%

8.0%

3.1%

1.8%

27.6%

36.8%

35.3%

25.7%

8.1%

5.9%

2.9%

2.2%

32.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

ＤＸを担う

人材がいない

資金の余裕がない

何をどう進めていいか分か

らない

既存のシステムやデータ管

理の使い勝手が悪い

相談できる窓口がない

他社や研究機関など適切な

連絡先が見つからない

その他

特になし

６～２０人(n=299)

全体 製造業 非製造業
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○ ＤＸに取り組む上で県に期待する支援について聞いたところ、全体では「資金繰り・助成」  

（３８．２％）が最も多く、次いで「先進事例の紹介」（２７．１％）、「人材の育成・供給」 

（１７．７％）、「相談窓口の充実」（１４．６％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＤＸに取り組む上で期待する支援／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

38.2%

27.1%

17.7%

14.6%

13.7%

8.2%

6.0%

1.3%

29.8%

39.4%

30.1%

16.3%

15.9%

15.5%

9.1%

7.0%

0.8%

27.4%

37.3%

24.7%

18.8%

13.6%

12.3%

7.4%

5.2%

1.7%

31.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

資金繰り・助成

先進事例の紹介

人材の育成・供給

相談窓口の充実

セミナーの開催

専門家派遣

関心のある企業や支援機関との

連携の場の提供

その他

特になし

全体

製造業

非製造業


